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令和 7年 5 月 21 日  

  総務大臣 村上 誠一郎   殿 

 

 石見ケーブルビジョン株式会社  

代表取締役 福浜 秀利  

 

事後評価報告書（中間評価） 

 

無線システム普及支援事業等補助金交付要綱補足事項の規定に基づき、下記のとおり報告し

ます。  

 

記 

 

１．事業概要 

(1) 工事完了日  ：令和４年３月１６日 

(2) サービス開始日：令和４年４月 １日 

 

２．目標達成状況（累計） 

指 標 
目標 

（目標年度） 

（実績値/目標値） 

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

Wi-Fi 

設置数 

1,900箇所 

（令和６年度） 
1,036/650 1,502/1,300 1,699/1,900 

【参考】 

-/1,900 

【参考】 

-/1,900 

 

 

（参考） 

提供可能回線数 
利用回線数 

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

7,511回線 1,036 1,502 1,699 - - 
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３．目標達成に向けて実施した取組 

以下のとおり、目標達成に向けた取組を実施した。 

・令和 3 年 7 月に契約者全てに高度無線環境整備推進事業による光サービスへの切替えを

お知らせするＤＭ郵送、自社ＨＰに公開し順次、契約者に架電し、光サービスのご利用

案内を実施した。 

・令和 4 年 4 月 1 日のサービス提供開始に先立ち、令和 3 年 12 月より高度無線環境整備推

進事業によりエリア拡張し、光サービスが可能となった江津市島の星町、金田町他へ住

民説明会、及び初期費用の割引を実施し加入促進を図った。 

・光サービス開始に伴い新プラン（150Ｍ、1Ｇ、10Ｇ）を設け、利用促進を図った。 

・既設ＨＦＣでは「Wi-Fi内蔵モデム」は、オプション扱いで別途 110 円/月（税込）だっ

たが、光サービスから「Wi-Fi 内蔵」を標準メニューとして別料金を不要とし Wi-Fi 促進

を図った。 

・令和 4 年 4 月より自社 HP・自主放送、新聞折り込み、行政広報誌にて光サービス切替え

開始の告知を全住民に行い、サービス提供を始めた。その後、必要な方には順次訪問を

実施し光サービスの案内を徹底した。 

・Wi-Fi 普及を図るため、CATV 既加入者への光ファイバー引込みは加入者費用負担なしで

工事を行った。また工事終了後の加入者へインターネットサービス資料を配布し加入促

進を図った。 

・集合住宅へはオーナー一括契約による全室 Wi-Fi付きのプランを設け加入促進を図った。 

・令和 6 年度には対象エリア全域に初期費用割引のキャンペーンを実施し加入促進を図っ

た。 

 

４．評価  

・Wi-Fi の設置数 

本補助事業により FTTH サービスの提供を開始して以降、Wi-Fi 環境の整備および加入促

進に取り組んだ結果、令和 6 年度末時点における Wi-Fi 設置数は 1,699 台となった。当初

の目標である 1,900 台には到達しておらず、201 台の不足が生じている。 

この未達の理由としては、Wi-Fi の普及促進活動が十分に行き届いていなかったことに

加え、契約後の解約件数が想定よりも多く、累計で 172 件（年平均で約 57 件）に上ったこ

とが影響している。また、集合住宅における一括導入プランのうち、申込みは完了してい

るものの施工が未了の物件が 42 世帯分存在しており、これらが現時点では加入台数に反映

されていないことも一因である。 

令和 7 年度以降の見通しについては、次のとおり判断している。令和 4 年度の増加数は

1,036 台、令和 5 年度は 466 台、令和 6 年度は 197 台であり、年度を追うごとに増加数は

減少している。 

この伸びの減少の主な理由は、令和 4 年度及び令和 5 年度の増加が HFC から FTTH への切

り替え需要によるものであったのに対し、令和 6 年度は新規契約が主となったことによる

ものである。 
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令和 7 年度以降も増加は新規契約によるものが主となることから、令和 6 年度の増加実

績を上限としつつ、若干の減少を見込んだ増加ペースとする。具体的には、令和 7 年度の

設置増を 150 台、令和 8 年度を 130 台と想定しており、現在の設置台数 1,699 台にこれら

を加えることで、令和 8 年度中に当初の目標である 1,900 台を達成する見通しである。 

・利用回線数（利用率）について 

利用回線数は 1,699（約 23％）とやや低調である。今後、さらなる改善が必要であると

認識している。 

 

５．課題への対応策（中間評価のみ） 

・Wi-Fi の設置数及び利用回線数（利用率）について 

令和 6 年度末時点における Wi-Fi 設置数は 1,699 世帯であり、目標である 1,900 世帯に

は 201 世帯の不足が生じている。また、提供可能回線数に対する利用率は約 23％にとどま

っており、今後、さらなる改善が必要であると認識している。 

まずは、令和 8 年度末までに 1,900 世帯の加入目標を確実に達成することを最優先とし、

その上で、対象エリアにおける加入率 30％（2,253 世帯相当）に近づけることを目指し、

以下のとおり改善策に取り組む。 

 

＜主な改善策（Wi-Fi の設置数・利用回線数（利用率）共通）＞ 

令和 8 年度末までに約 500 世帯の加入増を実現することを目標とし、以下の取組を重点

的に実施する。 

• 自主放送やホームページを活用した広報の強化（目標：加入 100 世帯） 

 光サービスの利便性や初期費用割引の情報をわかりやすく発信し、地域住民の理解と関

心を高める。 

• 地域イベントや相談会の開催（目標：加入 70 世帯） 

 物価高への関心が高い世帯層を対象に、「ネット＋電気」「ネット＋テレビ」などの組合

せ提案を行い、家計見直しの観点から加入を促進する。 

• 集合住宅への導入促進（目標：加入 170 世帯） 

 令和 7 年 5 月末までに施工予定の 42 世帯分に加え、新たに 12 棟への一括導入を進める。

施工方式や配線設計を標準化し、調整や工期の短縮を図る。 

• 訪問営業体制の強化（目標：加入 150 世帯） 

 町内をエリアごとに分け、外部営業スタッフを投入し、1,000 件の訪問提案を実施して

15％の成約を目指す。 

• 法人向け提案の実施（目標：10 社導入） 

 通信停止リスクの大きい業種を対象に、業務用および福利厚生用 Wi-Fi の導入を提案す

る。営業活動は自社広告営業等と連携し、効果的なアプローチを図る。 

• 高齢者・初心者層へのサポート体制の充実（目標：解約率前年比 5％減） 

 24 時間 365 日の電話サポートや、即日対応を基本とした訪問サポート体制を整備し、安

心して利用できる環境を構築する。 
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＜KPI とモニタリング体制＞ 

各施策の進捗や成果については、以下の指標を設定し、定期的にモニタリングを行い、

効果を検証しつつ必要に応じて施策の見直しを行う。 

• 自主放送・ホームページによる加入促進：加入 100 件 

• 地域イベント・相談会：年 10 回開催、相談 500 件、加入 50 件 

• 法人向け提案：70 社訪問、10 社導入 

• サポート体制： 

 ・即日対応率の向上 

 ・再問い合わせ率の低下 

 ・解約率の前年比 5％減少 

 

これらの施策は、令和 8 年度末までの加入目標達成に向けて、段階的かつ集中的に実施

する。また、加入率 30％という水準に近づけることを視野に、令和 9 年度以降も継続的に

改善に取り組む。 

 


